
⃝ 本計画を、以下のとおり位置付ける。

⃝ 令和４（2022）年度から令和21（2039）年度までの18年間とする。ただし、赤字削減の進捗等に応じて、適宜見直すこととす
る。

⃝ 令和２年３月に策定した計画では、令和３年度に保険料率を改定し、約1.7億円の赤字削減を見込んでいたが、新型コロナウイル
ス感染症の影響や運営協議会の答申の付帯意見を踏まえ、令和３年度の保険料率を据え置きとした。

⃝ そのため、令和３年度中に計画を見直し、令和４年度以降、赤字の計画的・段階的な削減・解消を進めることとする。

⃝ 国保財政における費用は、原則として法定の公費負担と保険料で賄うこととされており、これらの収支が均衡していることが重要である
が、現状では一般会計からの法定外繰入により収支の差を埋めることで均衡を図っている。

⃝ 一般会計からの法定外繰入を行うことは、給付と負担の関係が不明確となるほか、国保加入者以外の市民にも負担を求めることとな
ることから、決算補填を目的とする法定外一般会計繰入（赤字）の計画的・段階的な削減・解消を図るため、令和２年３月に「西
東京市国民健康保険財政健全化計画」を策定した。

西東京市国民健康保険財政健全化計画（改定版）の概要
① 計画策定の趣旨（Ｐ１）

② 計画の見直し（Ｐ１）

③ 計画期間（Ｐ１・２）

⑤ 西東京市の国民健康保険の状況（抜粋）（Ｐ２～５）

⃝ 高齢化の進展等により、加入世帯数・被保険者数・前期高齢者数・加入率は減少、前期高齢者率は上昇している。

加入世帯数 被保険者数 加入率 前期高齢者数 前期高齢者率

令和元年度 28,696世帯 41,648人 20.3％ 15,579人 37.4％

令和２年度 28,545世帯 41,156人 20.0％ 15,454人 37.5％

⃝ 医療費総額は毎年度減少している。被保険者１人当たり医療費は多摩26市平均を下回る。

医療費総額 １人当たり医療費 多摩26市平均

令和元年度 143.3億円 33.6万円 34.5万円

令和２年度 135.7億円 32.4万円 33.3万円

⃝ 令和３年度の保険料（税）率について、均等割額は多摩26市平均を上回り、所得割率は多摩26市平均を下回る。

均等割額※ 所得割率※

西東京市 52,400円 8.73％

多摩26市平均 51,946円 9.01％

⃝ 令和２年度の被保険者１人当たり法定外繰入と事業費納付金は多摩26市平均を上回る。

法定内繰入 法定外繰入 事業費納付金※

西東京市 2.4万円 3.8万円 14.5万円

多摩26市平均 2.5万円 3.3万円 14.1万円

⑥ 赤字の削減・解消の目標（Ｐ６）

目標設定

⃝ 令和３年度当初予算における赤字は、基金の繰入や財政健全化の取組により、約14億1,000万円となっている。
⃝ 赤字は、早期に解消を図ることが望ましいが、大幅な削減を行う場合、急激な保険料率の引き上げが必要となり、被保険者世帯

に多大な負担を与えることとなる。そのため、医療費適正化や収納率向上の取組とともに、後年度の保険料負担の増加に配慮しつ
つ、計画的・段階的に保険料率の改定を進めることにより、令和４年度以降、18年間で赤字の解消を図る。

保険料率の改定

⃝ 保険料率は、被保険者数推計や一般会計繰入の見込み、東京都から示される事業費納付金等の数値に基づき改定案を作成し、
運営協議会の審議を経て、令和５年度以降、２年ごとに改定を行う。

⑦ 赤字の削減・解消に向けた具体的な取組（Ｐ６～８）

⑧ 財政健全化計画（18年間の年次計画）（Ｐ９）

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

削減目標額 0.3億円 1.1億円 0.3億円 1.1億円 0.3億円 1.2億円

削減累計額 0.3億円 1.4億円 1.7億円 2.8億円 3.1億円 4.3億円

年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度

削減目標額 0.4億円 1.2億円 0.4億円 1.2億円 0.4億円 1.2億円

削減累計額 4.7億円 5.9億円 6.3億円 7.5億円 7.9億円 9.1億円

年度 令和16年度 令和17年度 令和18年度 令和19年度 令和20年度 令和21年度

削減目標額 0.4億円 1.2億円 0.5億円 1.2億円 0.5億円 1.2億円

削減累計額 9.5億円 10.7億円 11.2億円 12.4億円 12.9億円 14.1億円

⃝ 赤字の削減・解消に向けて、歳入の確保と歳出の適正化を一体的に進める。

＜歳入の確保＞
①国・東京都への公費拡充の要望
（財政支援の拡充・低所得者対策の強化等）

②収納率の向上
（効率的・効果的な滞納整理の推進）

③保険料率等の見直し

＜歳出の適正化＞
①特定健診・特定保健指導の推進※

②医療費適正化の取組の推進※

③事務の効率化・利便性の向上
（被保険者証と高齢受給者証の一体化、オンライン
資格確認、キャッシュレス決済等の導入など）

一体的に推進

※医療給付費分・後期高齢者支援金分・介護納付金分の
合計 [ ]は西東京市の保険料率
・医療給付費分 均等割額31,600円 所得割率5.41％
・後期高齢者支援金分 均等割額6,500円 所得割率1.68％
・介護納付金分 均等割額14,300円 所得割率1.64％

資 料 １
令 和 ３ 年 1 0 月 1 2 日
第 ３ 回 運 営 協 議 会

※令和４～８年度の５年間は新型コロナウイルス感染症
の影響を考慮し削減目標額を低めに設定

④ 計画の位置付け（Ｐ２）

西東京市第４次行財政改革大綱（平成26年3月）
推進項目(4)特別会計の健全化

西東京市国民健康保険財政健全化計画
（令和２年３月）

東京都国民健康保険運営方針

第２期西東京市国民健康保険
データヘルス計画

第３期西東京市国民健康保険
特定健康診査等実施計画

実施計画

「東京都国民健康保険運営方針」との整合
を図りつつ、市の２計画と連動

※特定健診・特定保健指導の推進、医療費適正化事業の取組の推進
第２期データヘルス計画に基づき、特定健診・特定保健指導の実施率の向上を図るとともに、①受診勧奨通知事業、②糖尿病性
腎症重症化予防事業、③ジェネリック医薬品利用差額通知事業、④重複・頻回受診、重複服薬訪問指導事業などの医療費適
正化事業を効率的・効果的に進める。

 国保財政の健全化に向けて、高齢化の進展による被保険者数の減少等を背景に、赤字を計画的・段階的に削減・解消する取組が
求められる。

※医療分、後期支援金分、介護納付金
分の合計 [ ]は西東京市の納付金
・医療分 39.8億円
・後期支援金分 13.8億円
・介護納付金分 ６億円

※令和２年度は新型コロナウイルス
感染症の影響により医療費が大きく
減少

◆赤字（法定外一般会計繰入）の構造（イメージ）
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← 被保険者で負担

← 市民全体で負担

本来徴収すべき保険料の一部
を一般会計からの繰入で負担
（法定外一般会計繰入）


